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�
平
成　

年
度
の

20
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て

平
成　

年
度
予
算
は
、
収
入
の
減

２０

少
が
見
込
ま
れ
る
中
で
の
予
算
編

成
と
な
り
ま
し
た
が
、
現
行
の
サ
ー

ビ
ス
維
持
と
必
要
最
低
限
の
新
規
・

投
資
的
事
業
の
確
保
を
目
標
と
し

ま
し
た
。
収
入
に
見
合
う
支
出
と
す

る
た
め
、
支
出
額
の
配
分
を
行
い
、

そ
の
配
分
枠
内
で
の
予
算
編
成
を

徹
底
す
る
こ
と
に
よ
り
、
２
億
１
５

０
０
万
円
の
支
出
削
減
を
行
い
ま

し
た
。

そ
の
結
果
、
支
出
に
対
し
て
収
入

が
不
足
す
る
分
を
補
う
財
政
調
整

基
金
（
＝
町
の
貯
金
）
の
取
り
崩
し

は
、
１
億
３
２
４
４
万
６
千
円
（
前

年
度
比
８
３
１
７
万
２
千
円
減
）
に

抑
え
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

（
財
政
調
整
基
金
の
残
高
は
７

ペ
ー
ジ
を
参
照
）

し
か
し
、
来
年
度
に
は
固
定
資
産

税
の
評
価
替
え
の
影
響
で
、
さ
ら
に

大
幅
な
税
収
の
減
が
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
。
今
後
も
、
将
来
を
見
据
え

た
堅
実
な
財
政
運
営
を
行
う
と
と

も
に
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
的
向
上

に
努
め
て
い
き
ま
す
。 

平成 20 年平成 20 年度度 一一般会計予算般会計予算　5858 億億 44500500 万万円円

前年比増減
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

△１４７,８５４７５.３４,４０１,９０２町税※

８０,１５６５.２３０６,８４５県支出金

△３４,５９０３.５２０２,２５４諸収入

△５８,５２５３.０１７８,０５５国庫支出金

１５,１１７３.０１７４,７８０財産収入

△８３,１２３２.３１３３,２０５繰入金

０１.９１１０,０００地方消費税交付金

２７６１.３７５,４１２使用料及び手数料

０１.２７０,０００地方譲与税

２,０４２０.９５３,７４３分担金及び負担金

００.９５０,０００繰越金

そ
の
他

００.５３２,０００自動車取得税交付金

００.４２４,３００町債

１４,００００.３１５,０００地方交付税

△９９９０.１６,００１地方特例交付金

００.１６,０００ゴルフ場利用税交付金

△１,００００.１４,０００利子割交付金

△５０００.０１,５００交通安全対策特別交付金

００.０１配当割交付金

００.０１株式等譲渡所得割交付金

００.０１寄附金

△２１５,０００１００.０５,８４５,０００計

町税�４４億１９０万２千円

歳 入

国庫支出金�１億７８０５万５千円

諸収入�２億２２５万４千円

その他�１億３８８０万４千円

分担金及び負担金�５３７４万３千円

県支出金�３億６８４万５千円

地方譲与税�７０００万円

使用料及び手数料�７５４１万２千円財産収入�１億７４７８万円

繰入金�１億３３２０万５千円

地方消費税交付金�１億１０００万円

一

般

会

計

前年比増減
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

※町税の内訳

△９５,２７７７９.６３,５０５,０２６固定資産税

△２３,００９１５.９６９９,８７４町民税

△４５０２.３１００,０５１入湯税

△２９,１２１１.８８０,０４２町たばこ税

２０３０.４１６,１０９軽自動車税

△２０００.０８００都市計画税

△１４７,８５４１００.０４,４０１,９０２計

前
年
度
と
比
べ
て
、　

％
の
減

3.5

３
月
定
例
議
会
に
お
い
て
平
成　

年
度

２０

当
初
予
算
案
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
湯
沢

町
の
全
て
の
会
計
（
一
般
会
計
・
特
別
会

計
・
企
業
会
計
）
を
合
わ
せ
た
予
算
総
額
は

　

億
２
３
３
万
円
で
、
そ
の
う
ち
町
の
行

９６政
運
営
の
基
本
と
な
る
一
般
会
計
は　

億
５８

４
５
０
０
万
円
、
前
年
度
と
比
べ
２
億
１

５
０
０
万
円
、　

％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

３.５



 

 

�
歳
入
の
前
年
か
ら
の

増
減
の
ポ
イ
ン
ト

�
町
税
（
減
少
）

固
定
資
産
税
に
お
け
る
土
地
評

価
額
の
下
落
、
償
却
資
産
の
減
価
、

及
び
た
ば
こ
税
に
お
け
る
た
ば
こ

販
売
量
の
減
な
ど
に
よ
り
減
少
し

ま
し
た
。

町
税
は
減
少
傾
向
が
続
い
て
い

ま
す
が
、左
上
の
グ
ラ
フ
の
と
お
り
、

当
初
予
算
額
も
減
少
傾
向
で
推
移

し
て
い
ま
す
。

（
前
年
度
比
１
億
４
７
８
５
万
４

千
円
減
）

�
地
方
交
付
税
（
増
加
）

が
ん
ば
る
地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ

ム
分
の
特
別
交
付
税
を
計
上
し
た

こ
と
に
よ
り
、
増
と
な
り
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
１
４
０
０
万
円
増
）

�
国
庫
支
出
金
（
減
少
）

野
中
橋
（
旧
船
沢
橋
）
の
架
替
事

業
が
ほ
ぼ
完
了
し
た
こ
と
に
よ
り
、

「
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
」
が
減
少
し
た

こ
と
と
、
除
雪
機
械
の
購
入
に
対
す

る
補
助
金
が
減
っ
た
こ
と
な
ど
に

よ
り
減
少
し
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
５
８
５
２
万
５
千
円

減
）

�
県
支
出
金
（
増
加
）

今
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
る
後
期

高
齢
者
医
療
事
業
に
か
か
る
負
担

金
や
国
体
開
催
に
係
る
補
助
金
が

増
え
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
増
と
な

り
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
８
０
１
５
万
６
千
円

増
）

�
諸
収
入
（
減
少
）

町
の
各
種
貸
付
制
度
に
お
け
る

金
融
機
関
へ
の
預
託
金
（
年
度
末
に

町
に
返
還
さ
れ
ま
す
。）
が
減
少
し

た
こ
と
と
、
前
年
度
は
イ
ン
タ
ー
ハ

イ
に
対
す
る
体
育
連
盟
負
担
金
を

計
上
し
て
い
た
こ
と
な
ど
に
よ
り

減
少
し
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
３
４
５
９
万
円
減
） 

（2）

財政調整基金の取り崩しを必要最小限財政調整基金の取り崩しを必要最小限にに

前年比増減
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

△４７,２０１２５.４１,４８２,８９８総務費

△２６５,５７０２３.７１,３８２,５８０土木費

４４,４８１１２.５７３０,６２８民生費

５９,１１８１２.０７００,９０２衛生費

８２,８０６９.８５７１,６５１教育費

△２３,１０５６.３３６６,６１２消防費

△２２,４６７３.７２１９,１４６商工費

△４５,６９８３.０１７４,２６９公債費

７,４５８１.９１１３,３３２農林水産業費

△１,１６９０.９５５,００９議会費

そ
の
他

００.４２５,０００予備費

７０.２１２,６２０災害復旧費

△３,６６００.２１０,３５２労働費

００.０１諸支出金

△２１５,０００１００.０５,８４５,０００計

歳 出

９０

５０

８０

７０

６０

H１０ H１１ H１２ H１３ H１４ H１５ H１６ H１７ H １８ H １９

（億円）

一般会計当初予算額の推移８６.３

７９.５

７２.１７３.９
７５.５

６６.５６６.０
６３.１

６０.１６０.６

H ２０

５８.４

（億円）

２０

１０

１５

５

Ｈ１１ Ｈ２０Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

１３.３

１７.１ １７.４ １８.０
１６.１

１４.６

２０.５
１９.０ １９.１

１７.８

財政調整基金残高の推移

民生費�７億３０６２万８千円

土木費�１３億８２５８万円衛生費�７億９０万２千円

教育費�５億７１６５万１千円

農林水産業費�１億１３３３万２千円

公債費�１億７４２６万９千円

消防費�３億６６６１万２千円

商工費�２億１９１４万６千円 その他�１億２９８万２千円

総務費�１４億８２８９万８千円



（3）

�
歳
出
の
前
年
か
ら
の

増
減
の
ポ
イ
ン
ト
（
目
的
別
）

�
議
会
費
（
減
少
）

議
員
定
数
の
削
減
（　

人
→　

１６

１２

人
）
で
、
議
員
報
酬
等
が
減
少
し
ま

し
た
。

（
前
年
度
比
１
１
６
万
９
千
円
減
）

�
総
務
費
（
減
少
）

職
員
数
減
に
よ
る
人
件
費
と
、
固

定
資
産
税
の
評
価
替
え
に
要
す
る

経
費
等
が
減
少
し
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
４
７
２
０
万
１
千
円

減
）

�
民
生
費
（
増
加
）

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
負
担

金
が
増
え
た
こ
と
な
ど
で
増
と
な

り
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
４
４
４
８
万
１
千
円

増
）

�
衛
生
費
（
増
加
）

病
院
の
電
子
カ
ル
テ
導
入
に
対

す
る
補
助
金
、
粗
大
ご
み
特
別
収
集

事
業
に
要
す
る
経
費
が
増
え
た
こ

と
な
ど
で
増
と
な
り
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
５
９
１
１
万
８
千
円

増
）

�
労
働
費
（
減
少
）

主
に
前
年
度
計
上
し
て
い
た
青

少
年
体
育
セ
ン
タ
ー
の
維
持
管
理

費
等
が
、
減
少
し
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
３
６
６
万
円
減
）

�
農
林
水
産
業
費
（
増
加
）

農
山
村
開
発
セ
ン
タ
ー
の
耐
震

二
次
診
断
と
、
町
有
林
の
保
育
事
業

に
要
す
る
経
費
が
増
え
た
こ
と
な

ど
で
増
と
な
り
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
７
４
５
万
８
千
円
増
）

�
商
工
費
（
減
少
）

制
度
資
金
の
貸
付
の
た
め
の
金

融
機
関
へ
の
預
託
金
が
減
少
し
ま

し
た
。

（
前
年
度
比
２
２
４
６
万
７
千
円

減
）

�
土
木
費
（
減
少
）

野
中
橋
（
旧
船
沢
橋
）
の
架
替
え

事
業
が
ほ
ぼ
完
了
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
減
少
し
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
２
億
６
５
５
７
万
円

減
）

�
消
防
費
（
減
少
）

前
年
度
は
消
防
湯
沢
分
署
の
高

規
格
救
急
車
の
入
れ
替
え
経
費
を

計
上
し
て
い
た
た
め
減
少
し
ま
し

た
。

（
前
年
度
比
２
３
１
０
万
５
千
円

減
）

�
教
育
費
（
増
加
）

小
学
校
校
舎
の
耐
震
二
次
診
断
、

公
民
館
の
設
備
改
修
及
び
国
体
開

催
に
要
す
る
経
費
が
増
え
た
こ
と

な
ど
で
増
と
な
り
ま
し
た
。

（
前
年
度
比
８
２
８
０
万
６
千
円

増
）

 

 

 

　当初予算額平成２０年度一般会計　新規事業等の一覧　当初予算額平成２０年度一般会計　新規事業等の一覧

税務課総務課
２６８９万円固定資産税評価替経費１２１０万１千円行政事務ネットワーク再構築事業

地域整備課６２８万３千円財務会計システム更新事業
３００万円街なみ環境整備事業計画策定２６０万円公用車購入
１５００万円除雪機械購入７０８万７千円県知事選挙費
８９００万円道路等改良事業１０４万４千円災害時用備品整備

１億１０５０万円公園等整備事業１５７万５千円地域防災計画見直し事業
４３０万円都市計画基礎調査町民課
１５０万円都市再生整備計画策定５００万円粗大ごみ特別収集事業

教育課６３９万円保育園耐震二次診断
１２０７万７千円学校施設耐震二次診断健康福祉課
５７４万８千円中学校基本構想策定他１億円湯沢病院電子カルテシステム導入事業補助金
１６２５万円教育情報化環境整備事業６９４１万６千円新潟県後期高齢者医療広域連合負担金
１８１６万円学校施設改修事業産業観光課

２０８７万７千円給食センター設備改修６０４万円共同浴場修繕
１７９０万円公民館設備他改修２３１万円農山村開発総合センター耐震二次診断
３００万円雪国館設備改修４４０万円大源太キャンプ場整備

� 歳出を性質別に見ると、任意で使えるお金は半分以下であることが分かります
歳出の予算を、その性質別に分類したのが下のグラフです。全体のうち、「職員人件費」「公債費」「南魚沼市委託

料」といった義務的経費と、独立採算が原則の特別会計や企業会計といった他の会計繰出金を除いた額が、各種事業
等に任意で使えるお金となります。グラフより、予算のうち任意で使えるお金が半分以下であることが分かります。

職員人件費�１９.４％
湯沢町職員の給与水準は、平成１９年４月時点で、県内３５市町村中、低
い方から７番目です。

公債費�３.０％
新規の借入を最小限に抑えているため、年々減少しています。

南魚沼市委託料�１０.７％
消防やごみ処理業務などを南魚沼市へ委託しています。

他会計補助金・繰出金�１９.７％
毎年多額のお金を、一般会計から他の会計へ支出しています。

� �������������������������������������������������������������������������������������������

新規事業等
１１.１％

その他経その他経費費
３６.１３６.１％％

�� ���

� 任意で使えるお金は半分以下



特
定
の
事
業
を
行
う
場
合
、
そ
の

事
業
の
収
入
を
支
出
に
充
て
、
一
般

会
計
と
区
別
し
て
経
理
す
る
会
計

で
す
。平
成　

年
度
の
特
別
会
計
は
、

２０

次
の
５
つ
と
な
っ
て
ま
す
。

●
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

国
民
健
康
保
険
は
、
国
民
健
康
保

険
に
加
入
し
て
い
る
皆
さ
ん
か
ら
納

め
て
い
た
だ
く
保
険
税
が
収
入
の
柱

と
な
っ
て
い
ま
す
。
支
出
で
は
、
医
療

費
の
ほ
か
、
新
た
に　

歳
か
ら　

歳

４０

７４

の
被
保
険
者
を
対
象
と
し
た
特
定

健
康
診
査
と
特
定
保
健
指
導
の
た

め
の
予
算
や
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
実
施
に
と
も
な
う
予
算
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
出
産
育
児
一
時
金
や
人
間

ド
ッ
ク
に
対
す
る
助
成
金
等
の
予
算

も
計
上
し
て
い
ま
す
。

●
老
人
保
健
特
別
会
計

医
療
制
度
の
改
革
に
よ
り
、
今
年

度
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

移
行
さ
れ
、
老
人
保
健
特
別
会
計
で

は
、
過
年
度
に
支
払
わ
れ
た
医
療
費

の
精
算
の
た
め
の
予
算
が
計
上
さ
れ

て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
前
年
度
と
比
較
し
て

大
幅
な
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

医
療
制
度
改
革
に
よ
り
、
こ
れ
ま

で
の
老
人
保
健
制
度
が
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
に
移
行
さ
れ
た
こ
と

で
新
設
さ
れ
た
会
計
で
す
。

収
入
で
は
、
皆
さ
ん
か
ら
収
め
て

い
た
だ
く
保
険
料
や
制
度
を
安
定

的
に
運
営
す
る
た
め
の
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
金
等
を
、
支
出
で
は
皆

さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
保

険
料
等
を
後
期
高
齢
者
広
域
連
合

へ
支
払
う
納
付
金
や
、
徴
収
に
係
る

経
費
等
を
予
算
に
計
上
し
て
い
ま

す
。

●
介
護
保
険
特
別
会
計

介
護
保
険
制
度
は
、
介
護
を
必
要

と
す
る
状
態
と
な
っ
た
高
齢
者
を

社
会
全
体
で
支
え
る
制
度
で
す
。
介

護
が
必
要
な
人
へ
の
保
険
給
付
費

を
は
じ
め
、
温
水
健
康
体
操
教
室
な

ど
の
介
護
予
防
事
業
を
行
う
た
め

の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
平
成　

年
度
か
ら　

年
度

１８

２０

ま
で
の
３
か
年
計
画
と
し
て
策
定
さ

れ
た
「
第
３
期
介
護
保
険
事
業
計
画

※
」
が
終
期
を
迎
え
る
こ
と
か
ら
、
平

成　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で
の
「
第

２１

２３

４
期
介
護
保
険
事
業
計
画
」
策
定
の

た
め
の
予
算
も
計
上
し
て
い
ま
す
。

※
介
護
保
険
事
業
計
画
…
…

介
護
保
険
事
業
運
営
の
基
本
と

な
る
計
画
の
こ
と
で
す
。
地
域
の
実

情
等
に
応
じ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
が

提
供
さ
れ
る
よ
う
、
介
護
が
必
要
な

方
の
数
や
利
用
者
の
要
望
す
る

サ
ー
ビ
ス
内
容
等
を
把
握
し
、
将
来

見
込
ま
れ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
量

や
種
類
、
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
整
備
な

ど
の
計
画
を
定
め
る
も
の
で
、
介
護

保
険
料
算
定
の
基
礎
に
も
な
り
ま

す
。
３
年
に
１
度
見
直
し
が
行
わ
れ

ま
す
。

●
下
水
道
特
別
会
計

水
質
保
全
と
健
康
で
快
適
な
生

活
環
境
の
確
保
の
た
め
、
下
水
道
整

備
等
に
係
る
予
算
を
計
上
し
て
い

ま
す
。
今
年
度
は
前
年
度
実
施
し
た

湯
沢
と
浅
貝
の
各
浄
化
セ
ン
タ
ー

の
施
設
調
査
に
基
づ
き
、
老
朽
化
し

た
施
設
等
を
計
画
的
に
改
修
す
る

た
め
の
実
施
設
計
を
行
い
ま
す
。

平
成　

年
４
月
１
日
現
在
の
下

１９

水
道
普
及
率
は　

・
２
％
、
水
洗
化

８８

率
は　

・
０
％
で
、
県
内
で
も
上
位

８１

と
な
っ
て
い
ま
す
。

民
間
企
業
と
同
じ
よ
う
に
独
立

採
算
の
会
計
で
、
経
費
は
税
金
で
は

な
く
そ
れ
ぞ
れ
の
収
益
で
賄
わ
れ

ま
す
。

●
水
道
事
業
会
計

老
朽
管
（
石
綿
管
）
か
ら
鋳
鉄
管

等
へ
の
布
設
替
え
や
配
水
施
設
の

整
備
等
、
安
全
で
安
定
し
た
水
の
供

給
を
行
う
た
め
の
予
算
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

例
年
、
老
朽
管
の
更
新
事
業
に
つ

い
て
は
、起
債（
借
金
の
こ
と
）を
行

い
実
施
し
て
き
ま
し
た
が
、
今
年
度

は
借
入
を
行
わ
ず
実
施
す
る
こ
と

に
よ
り
、
後
年
度
負
担
の
抑
制
を

図
っ
て
い
ま
す
。

●
病
院
事
業
会
計

今
年
度
か
ら
利
用
料
金
制
に
移

行
ま
し
た
。
前
年
度
ま
で
は
、
保
健

医
療
セ
ン
タ
ー
の
診
療
収
入
等
を

病
院
事
業
会
計
で
受
け
て
か
ら
、�

地
域
医
療
振
興
協
会
に
診
療
報
酬

と
し
て
交
付
し
て
い
ま
し
た
が
、
直

接�
地
域
医
療
振
興
協
会
が
受
け

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
病
院
事
業
会
計
に
お

け
る
収
益
的
収
入
・
支
出
は
前
年
度

と
比
較
し
て
大
幅
な
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

資
本
的
支
出
で
は
、
医
療
事
務
の

効
率
化
の
た
め
、
電
子
カ
ル
テ
シ
ス

テ
ム
の
導
入
費
用
１
億
５
千
万
円

を
計
上
し
た
こ
と
で
大
幅
な
増
と

な
り
ま
し
た
。
な
お
そ
の
費
用
に
充

て
る
た
め
、
一
般
会
計
に
お
い
て
病

院
事
業
会
計
へ
１
億
円
の
補
助
金

が
予
算
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

�
収
益
的
収
支
…

企
業
経
営
活
動
に
よ
っ
て
発
生
す
る
す
べ

て
の
収
入
（
料
金
収
入
な
ど
）
と
支
出
（
人

件
費
、施
設
の
維
持
管
理
費
な
ど
）の
こ
と
。

�
資
本
的
収
支
…

施
設
の
建
設
改
良
に
か
か
る
投
資
的
な
収

入（
起
債
な
ど
）と
支
出（
工
事
費
、起
債
償

還
費
な
ど
）の
こ
と
。

（4）

特

別

会

計

企

業

会

計

前年比（％）予算額（千円）会計名

△５.８９８４,０００国民健康保険

△９１.４６０,９７０老人保健

皆増９５,７０５後期高齢者医療

１.４６４６,５０２介護保険

０.６１,０３２,４０９下水道

前年比（％）予算額（千円）会計名

△４.１４０４,０４６収益的収入

水道事業
△６.５３８０,５６９収益的支出

△４１.８３２,４６２資本的収入

△１０.８２０９,９５７資本的支出

△８７.２１２７,５４１収益的収入

病院事業
△８２.３１８７,３５４収益的支出

皆増１０９,８６４資本的収入

４５６.０１５９,８６４資本的支出



（5）

よ
く
、
湯
沢
町
は
地
方
交
付
税
の

不
交
付
団
体
で
、
財
政
の
豊
か
な
町

だ
と
い
わ
れ
ま
す
。
ど
う
し
て
、
そ

の
よ
う
に
い
わ
れ
る
の
で
し
ょ
う

か
。
そ
も
そ
も
、
こ
の
地
方
交
付
税

と
は
何
で
し
ょ
う
。
こ
こ
で
は
、
地

方
交
付
税
の
仕
組
み
と
、
湯
沢
町
の

現
状
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

地
方
に
配
分
さ
れ
る

国
か
ら
の
仕
送
り

地
方
交
付
税
と
は
、
地
域
間
の
経

済
力
・
財
政
力
の
格
差
を
是
正
し
、

標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
ど
の

地
方
自
治
体
で
も
行
え
る
よ
う
、
そ

の
財
源
の
不
足
分
を
国
が
交
付
す

る
も
の
で
す
。
平
成
の
大
合
併
に
よ

り
大
幅
に
減
少
し
た
も
の
の
、
全
国

に
は
都
道
府
県
と
市
町
村
を
合
わ

せ
１
８
６
７
※
も
の
地
方
自
治
体

が
あ
り
ま
す
。（
※
政
令
指
定
都
市
・

特
別
区
を
含
め
た
平
成　

年
１
月

２０

１
日
現
在
数
）

そ
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体
に

よ
っ
て
、
経
済
的
に
豊
か
な
自
治
体

も
あ
れ
ば
そ
う
で
な
い
と
こ
ろ
も

あ
る
な
ど
千
差
万
別
で
す
。
そ
れ
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
ど
こ
の
自
治
体
で

も
お
お
よ
そ
同
じ
レ
ベ
ル
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
の
は
、
こ

の
地
方
交
付
税
が
大
き
な
役
割
を

果
た
し
て
い
る
か
ら
で
す
。

地
方
交
付
税
の
財
源
は
国
税
５

税
（
所
得
税
、
法
人
税
、
酒
税
、
消
費

税
、
た
ば
こ
税
）
の
一
定
割
合
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
本
来
こ
れ
ら
の
税
は

地
方
の
税
収
（
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体

の
住
民
が
稼
い
だ
お
金
や
消
費
し

た
も
の
に
か
か
る
税
で
あ
る
わ
け

で
す
か
ら
）
と
す
べ
き
で
す
が
、
国

が
国
税
と
し
て
代
っ
て
徴
収
し
、
地

方
交
付
税
制
度
の
も
と
で
、
地
方
自

治
体
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
是
正

す
る
た
め
に
再
配
分
し
て
い
る
と

い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

支
出
と
収
入
の
バ
ラ
ン
ス
で

交
付
さ
れ
る
額
が
決
定

地
方
交
付
税
に
は
普
通
交
付
税

と
特
別
交
付
税
の
２
種
類
が
あ
り

ま
す
。
そ
し
て
地
方
交
付
税
の
不
交

付
団
体
と
い
う
場
合
は
、
普
通
交
付

税
の
不
交
付
団
体
で
あ
る
こ
と
を

い
い
ま
す
。
そ
れ
で
は
、
こ
の
普
通

交
付
税
の
額
は
ど
の
よ
う
に
決
定

さ
れ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

普
通
交
付
税
の
額
は
そ
の
地
方

自
治
体
が
標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
行
う
の
に
必
要
な
費
用
（
こ
れ

を
基
準
財
政
需
要
額
と
い
い
ま

す
。）か
ら
、町
税
等
の
標
準
的
な
財

政
収
入
額
（
こ
れ
を
基
準
財
政
収
入

額
と
い
い
ま
す
。）
を
差
し
引
い
た

額
（
財
源
不
足
額
）
で
決
定
さ
れ
ま

す
。
こ
の
額
が
マ
イ
ナ
ス
（
財
源
超

過
額
）
と
な
っ
た
場
合
は
、
不
交
付

団
体
と
な
り
ま
す
。

基
準
財
政
需
要
額
は
、
各
団
体
の

人
口
や
面
積
等
に
対
し
て
国
の
定

め
た
一
定
の
基
準
に
よ
り
算
出
さ

れ
ま
す
。
つ
ま
り
、
面
積
や
人
口
な

ど
ま
っ
た
く
同
じ
条
件
の
２
つ
の

町
が
あ
っ
た
と
す
る
と
、
各
町
で
実

際
に
支
出
さ
れ
た
額
に
か
か
わ
ら

ず
、
こ
の
基
準
財
政
需
要
額
は
同
額

と
な
り
ま
す
。

ま
た
基
準
財
政
収
入
額
は
、
実
際

に
収
入
さ
れ
る
税
収
等
の
額
で
決

定
さ
れ
ま
す
。
具
体
的
に
こ
の
２
つ

の
額
は
、
次
の
式
で
算
出
し
ま
す
。 

湯
沢
町
は
財
源
超
過
で

不
交
付
団
体
で
す

そ
れ
で
は
、
平
成　

年
度
の
湯
沢

１９

町
を
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

人
口
８
７
１
３
人
（
平
成　

年
国

１７

勢
調
査
人
口
）、面
積
３
５
７�
（
他

に
も
道
路
の
面
積
や
学
校
数
、
児
童

数
、　

歳
以
上
人
口
な
ど
い
ろ
い
ろ

７５

な
測
定
単
位
が
使
わ
れ
て
い
ま

す
。）の
湯
沢
町
で
は
、標
準
的
な
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
の
に
必
要
な

費
用
で
あ
る
基
準
財
政
需
要
額
は
、

　

億
９
９
２
３
万
４
千
円
、
そ
し
て

２６税
収
等
の
標
準
的
な
財
政
収
入
で

あ
る
基
準
財
政
収
入
額
は
、　

億
９

３６

２
７
９
万
９
千
円
と
算
出
さ
れ
ま

し
た
。

し
た
が
っ
て
、
９
億
９
３
５
６
万

５
千
円
の
財
源
超
過
と
な
り
、
湯
沢

町
は
交
付
税
が
交
付
さ
れ
な
い
不

交
付
団
体
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

湯
沢
町
は
不
交
付
団
体
と
い
わ
れ
ま
す
が
…

地
方
交
付
税
っ
て
何

地
方
交
付
税
っ
て
何
？？

支出…基準財政需要額

収入…基準財政収入額

�
－

不足した財源分が交付されます

基準財政需要額 単位費用 測定単位 補正係数＝ × ×

測定単位
１あたりの費用

人口、面積等 寒冷積雪の差等

基準財政収入額 標準的税収入（町税等）

地方特例交付金の７５％（市町村分） 地方譲与税

＝ ＋

＋

湯沢町は財源超過の不交付団体

支出…基準財政需要額
２６億９９２３万４千円

収入…基準財政収入額
３６億９２７９万９千円

� ���

財源超過！

普通交付税交付額



財
政
の
豊
か
さ
を
示
す

財
政
力
指
数
と
は

と
こ
ろ
で
地
方
自
治
体
の
財
政

の
豊
か
さ
を
示
す
指
標
と
し
て
、

「
財
政
力
指
数
」
と
い
う
指
標
が
あ
り

ま
す
。
こ
の
財
政
力
指
数
は
、
今
ま

で
見
て
き
ま
し
た
基
準
財
政
需
要

額
と
基
準
財
政
収
入
額
を
用
い
て
、

次
の
よ
う
に
求
め
ら
れ
ま
す
。

財
政
力
指
数
＝
基
準
財
政
収
入
額

÷
基
準
財
政
需
要
額

つ
ま
り
、
標
準
的
な
行
政
を
行
う

の
に
必
要
な
費
用
を
、
税
収
等
の
標

準
的
な
収
入
で
ど
の
程
度
賄
え
る

か
を
表
し
た
数
値
と
な
り
ま
す
。

平
成　

年
度
の
湯
沢
町
の
財
政

１９

力
指
数
は
、

基
準
財
政
収
入
額　

億
９
２
７
９

３６

万
９
千
円
÷
基
準
財
政
需
要
額　
２６

億
９
９
２
３
万
４
千
円

＝
１．
３
６
８

と
な
り
ま
す
。
こ
の
数
値
が
１
を

超
え
る
と
い
う
こ
と
は
、
収
入
額
が

需
要
額
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
に

な
り
ま
す
か
ら
、
普
通
交
付
税
の
不

交
付
団
体
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
こ
の
数
値
が
高
い
ほ
ど
収

入
に
余
裕
が
あ
る
と
い
え
ま
す
の

で
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
豊
か

さ
を
示
す
指
標
と
し
て
用
い
ら
れ

る
わ
け
で
す
。

通
常
、
財
政
力
指
数
は
３
か
年
の

単
純
平
均
で
示
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
に

よ
り
、
湯
沢
町
の
財
政
力
指
数
は
次

の
と
お
り
と
な
り
ま
す
。

そ
れ
で
は
、
県
内
の
市
町
村
の
状

況
は
ど
う
な
っ
て
い
る
で
し
ょ
う
。

左
が
そ
の
一
覧
表
で
す
。
こ
の
表
か

ら
も
お
分
か
り
の
と
お
り
、
平
成　
１９

年
度
、
県
内
で
地
方
交
付
税
の
不
交

付
団
体
と
な
っ
て
い
る
の
は
、
湯
沢

町
、
刈
羽
村
、
聖
籠
町
の
３
団
体
と

な
っ
て
い
ま
す
。

以
上
、
見
て
き
ま
し
た
よ
う
に
、

湯
沢
町
の
財
政
力
指
数
が
他
団
体

と
比
べ
高
く
、
不
交
付
団
体
と
な
っ

て
い
る
こ
と
が
、
客
観
的
に
財
政
豊

か
な
町
だ
と
い
わ
れ
る
理
由
だ
と

い
え
ま
す
。

湯
沢
町
に
も
交
付
さ
れ
て

い
る
特
別
交
付
税
と
は

と
こ
ろ
で
不
交
付
団
体
の
は
ず

な
の
に
、平
成　

年
度
予
算
の
中
で
、

２０

地
方
交
付
税
が
１
５
０
０
万
円
計

上
さ
れ
て
い
る
と
お
気
づ
き
に
な

ら
れ
た
方
も
い
る
で
し
ょ
う
。

実
は
、
湯
沢
町
に
は
特
別
交
付
税

が
交
付
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
特
別

交
付
税
は
、
今
ま
で
ご
説
明
し
て
き

た
基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
に
含

ま
れ
な
い
、
特
別
の
財
政
需
要
が
あ

る
場
合
に
、
普
通
交
付
税
を
補
完
す

る
意
味
で
設
け
ら
れ
て
い
る
制
度

で
す
。

湯
沢
町
は
豪
雪
地
帯
で
す
か
ら
、

特
別
の
財
政
需
要
と
し
て
、
主
に
除

排
雪
に
か
か
る
経
費
を
、
特
別
交
付

税
と
し
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、

平
成　

年
度
で
は
、
国
が
平
成　

年

２０

１９

度
か
ら
３
年
間
、
特
別
交
付
税
等
で

支
援
し
て
い
く
と
し
て
い
る
頑
張

る
地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
特
別

交
付
税
額
を
予
算
計
上
し
て
い
ま

す
。

（6）

平成１９年度新潟県財政力指数一覧表

 新潟県平均 ・・・・・・・・・・・・ 0.545
 郡市平均 ・・・・・・・・・・・・・・・ 0.550
 町村平均 ・・・・・・・・・・・・・・・ 0.539

0.503南魚沼市0.704新潟市

0.528胎内市0.665長岡市

1.449聖籠町0.665三条市

0.483弥彦村0.815柏崎市

0.437田上町0.565新発田市

0.227阿賀町0.582小千谷市

0.253出雲崎町0.458加茂市

0.246川口町0.420十日町市

1.398湯沢町0.555見附市

0.303津南町0.529村上市

1.606刈羽村0.764燕市

0.277関川村0.465糸魚川市

0.447荒川町0.556妙高市

0.329神林村0.478五泉市

0.302朝日村0.615上越市

0.213山北町0.488阿賀野市

0.114粟島浦村0.298佐渡市

（平成１７～１９年度３か年度単純平均）0.340魚沼市

湯沢町の財政力指数

平成１７年度…１.４３５
平成１８年度…１.３９０
平成１９年度…１.３６８

�
平成１９年度
財政力指数…１.３９８
（３か年の単純平均）


